
                            第１０７期末 （平成２２年３月３１日現在）貸借対照表
（単位：百万円）

科　　　　　　　目 金                額 科　　　　　　　目 金                額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

222,614 5,772,839

現 金 72,462 当 座 預 金 252,273

預 け 金 150,151 普 通 預 金 2,403,238

236,768 貯 蓄 預 金 88,557

5,074 通 知 預 金 26,264

6,371 定 期 預 金 2,570,631

282 定 期 積 金 46,497

商 品 国 債 282 そ の 他 の 預 金 385,376

1,959 538,916

2,712,081 23,897

国 債 1,000,584 5,074

地 方 債 107,325 21,461

社 債 727,285 40,940

株 式 493,531 借 入 金 40,940

そ の 他 の 証 券 383,354 185

3,843,439 売 渡 外 国 為 替 185

割 引 手 形 32,446 15,000

手 形 貸 付 141,188 29,953

証 書 貸 付 3,143,532 51,256

当 座 貸 越 526,273 未 決 済 為 替 借 8

3,508 未 払 法 人 税 等 6,981

外 国 他 店 預 け 2,062 未 払 費 用 10,655

買 入 外 国 為 替 1,009 前 受 収 益 2,425

取 立 外 国 為 替 436 従 業 員 預 り 金 1,198

27,916 給 付 補 て ん 備 金 281

未 収 収 益 7,397 金 融 派 生 商 品 7,892

金 融 派 生 商 品 11,750 リ ー ス 債 務 129

そ の 他 の 資 産 8,767 そ の 他 の 負 債 21,684

71,871 23,063

建 物 25,806 233

土 地 38,269 943

リ ー ス 資 産 120 90,985

建 設 仮 勘 定 339 326

その 他の 有形 固定 資産 7,336 12,288

2,443 6,627,365

ソ フ ト ウ エ ア 2,162 （ 純 資 産 の 部 ）

その 他の 無形 固定 資産 280 42,103

12,288 30,301

△ 42,478 資 本 準 備 金 30,301

220,749

利 益 準 備 金 17,456

そ の 他 利 益 剰 余 金 203,293

別   途   積   立   金 185,875

繰 越 利 益 剰 余 金 17,418

△ 1,222

291,933

185,184
△ 969

476

184,691

151

476,775

7,104,140 7,104,140

無 形 固 定 資 産

偶 発 損 失 引 当 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

貸 倒 引 当 金

支 払 承 諾 見 返

外 国 為 替

再評価に係る繰延税金負債

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 資 産

退 職 給 付 引 当 金

睡眠預金払戻損失引当金

有 形 固 定 資 産

そ の 他 負 債

土 地 再 評 価 差 額 金

その他有価証券評価差額金

株 主 資 本 合 計

支 払 承 諾

資 本 金

負 債 の 部 合 計

資 本 剰 余 金

預 金現 金 預 け 金

買 入 金 銭 債 権

コ ー ル ロ ー ン

売 現 先 勘 定

新 株 予 約 権 付 社 債

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

債券貸借取引受入担保金

社 債

借 用 金

商 品 有 価 証 券

買 現 先 勘 定

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

金 銭 の 信 託

負債及び純資産の部合計

純 資 産 の 部 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

資 産 の 部 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

新 株 予 約 権



平成２１年４月　１日から

　　　　第１０７期 損益計算書
平成２２年３月３１日まで

（単位：百万円）

科　　　　　   　　目                    金　    　     　       　　　　額

経　　常　　収　　益 121,166
資　 金　 運　 用　 収　 益 99,339

貸 出 金 利 息 65,542
有 価 証 券 利 息 配 当 金 32,398
コ ー ル ロ ー ン 利 息 1,275
そ の 他 の 受 入 利 息 121

役　務　取　引　等　収　益 12,795
受 入 為 替 手 数 料 4,805
そ の 他 の 役 務 収 益 7,990

そ　の　他　業　務　収　益 6,907
外 国 為 替 売 買 益 996
商 品 有 価 証 券 売 買 益 26
国 債 等 債 券 売 却 益 5,560
金 融 派 生 商 品 収 益 324

そ　の　他　経　常　収　益 2,124
株 式 等 売 却 益 346
金 銭 の 信 託 運 用 益 3
そ の 他 の 経 常 収 益 1,774

経　　常　　費　　用 95,587
資 　金 　調 　達 　費 　用 16,966

預 金 利 息 12,021
譲 渡 性 預 金 利 息 2,401
コ ー ル マ ネ ー 利 息 180
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 42
借 用 金 利 息 775
社 債 利 息 331
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 1,198
そ の 他 の 支 払 利 息 12

役　務　取　引　等　費　用 7,596
支 払 為 替 手 数 料 826
そ の 他 の 役 務 費 用 6,770

そ　の　他　業　務　費　用 1,114
国 債 等 債 券 売 却 損 740
国 債 等 債 券 償 却 373

営　　 　業　 　　経 　　　費 54,144
そ　の　他　経　常　費　用 15,765

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 12,002
貸 出 金 償 却 2
株 式 等 売 却 損 119
株 式 等 償 却 364
金 銭 の 信 託 運 用 損 1
そ の 他 の 経 常 費 用 3,274

経　　常　　利    益 25,578
特　　別　　利　　益 5

固 定 資 産 処 分 益 5
特　　別　　損　　失 194

固 定 資 産 処 分 損 181
減 損 損 失 12

税　引　前　当　期　純　利  益 25,390
法人税、住民税及び事業税 11,550
法  人  税  等  調  整  額 △ 1,748
法　人　税　等　合　計 9,802
当    期    純    利    益 15,588



個 別 注 記 表

重要な会計方針

1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法

  商品有価証券の評価は、時価法(売却原価は移動平均法により算定)により行っております。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1)

(2)

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

  デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

    建  物      ８年～50年

    その他      ５年～50年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

(3) リース資産

5. 繰延資産の処理方法

6. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

7. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　外貨建の資産・負債については、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

  貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、子会社・子法人等

株式及び関連法人等株式については、移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについて

は決算日の市場価格等に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)、時価を把握することが極めて困難と

認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額に

ついては、全部純資産直入法により処理しております。

　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価

は、時価法により行っております。

  有形固定資産は、定率法(ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備を除く。)については

定額法)を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。

  破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況にある債務

者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められ

る債務者(以下、｢破綻懸念先｣という。)に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上して

おります。

  破綻懸念先で、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額が一定額以上

の債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができ

る債権については、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割り引いた金額と債権の帳簿価額との差額を

貸倒引当金とする方法(キャッシュ・フロー見積法)により引き当てております。

  無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における

利用可能期間(５年)に基づいて償却しております。

　社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る｢有形固定資産｣及び｢無形固定資産｣中のリース資産は、リース

期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決め

があるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。



(2) 退職給付引当金

　(会計方針の変更)

(3) 睡眠預金払戻損失引当金

(4) 偶発損失引当金

8. リース取引の処理方法

9. ヘッジ会計の方法

(1) 金利リスク・ヘッジ

(2) 為替変動リスク・ヘッジ

10. 消費税等の会計処理

会計方針の変更

(金融商品に関する会計基準)

  なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当事業年度の財務諸表に与える

影響はありません。

　当事業年度末から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正(その３)」(企業会計基準第19号平成20年７月31

日)を適用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年4月１日前に開始する事業年度に属

するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、ヘッジ対象とヘッジ手段を紐付けする方

法のほか、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第24号)に規定する繰延ヘッジ(キャッシュ・フローを固定するヘッジ)によっております。

ヘッジ有効性評価の方法については、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性を

評価しております。

　当事業年度末から｢金融商品に関する会計基準｣(企業会計基準第10号平成20年３月10日)を適用しております。

  これにより、従来の方法に比べ、有価証券は104百万円増加、繰延税金負債は42百万円増加、その他有価証券評価

差額金は61百万円増加し、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ184百万円増加しております。

   数理計算上の差異

  上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上してお

ります。

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費税等は当事業年度の

費用に計上しております。

　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、｢銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号)に規定す

る繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスク

を減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金

銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性

を評価しております。

  すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

  退職給付引当金は､従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき､必要額を計上しております。また､数理計算上の差異の処理方法は以下のとおりであります。

各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から損益処理

  偶発損失引当金は、責任共有制度に基づく信用保証協会への負担金の支払い等に備えるため、将来の負担金支

払見込額を計上しております。

  睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の

払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。



注記事項

(貸借対照表関係)

1.   関係会社の株式及び出資総額　 946百万円

2.

3.

4.   貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は7,194百万円であります。

5.

  なお、上記2．から5．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

6.

7.   担保に供している資産は次のとおりであります。

  担保に供している資産

   有価証券 26,383百万円

   買現先勘定 5,074百万円

  担保資産に対応する債務

   預金 27,896百万円

   債券貸借取引受入担保金 21,461百万円

   売現先勘定　 5,074百万円

  また、その他の資産のうち保証金は1,551百万円であります。

  上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券323,811百万円を差

し入れております。

  貸出金のうち、破綻先債権額は14,321百万円、延滞債権額は136,951百万円であります。

  また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを

目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

  手形割引は、｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣(日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第24号)に基づき金融取引として処理しております。これにより受入れた商業手形及び買入外国

為替は、売却又は担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、33,442百万円で

あります。

  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利

息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部分を除く。以

下｢未収利息不計上貸出金｣という。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97号)第96条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

  貸出金のうち、３か月以上延滞債権額は15百万円であります。

  なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で

破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶

予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３

か月以上延滞債権に該当しないものであります。

  破綻先債権額、延滞債権額、３か月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は158,484百万円でありま

す。



8.

9.

  再評価を行った年月日 平成14年３月31日

  同法律第３条第３項に定める再評価の方法

10.   有形固定資産の減価償却累計額 66,509百万円

11.   有形固定資産の圧縮記帳額  2,083百万円

12.

13.   社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債であります。

14.

15.

16.   １株当たりの純資産額 1,261円28銭

17.   取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債務総額 797百万円

18.

19.   関係会社に対する金銭債権総額　 11,355百万円

20.   関係会社に対する金銭債務総額　 12,335百万円

  同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評

価後の帳簿価額の合計額との差額     2,611百万円

  土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差

額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも

当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変

化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減

額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の

担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契

約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

  当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契

約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。こ

れらの契約に係る融資未実行残高は、1,097,677百万円であります。このうち、原契約期間が１年以内のもの又は任

意の時期に無条件で取消可能なものが1,055,115百万円あります。

　土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税法に

規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額(路線価)に基づいて、奥行価格補正、時点修正等

の合理的な調整を行って算出。

  借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金40,500百万円が含

まれております。

  新株予約権付社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された無担保転換社債型新株予約

権付社債(劣後特約付)であります。

  「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募(金融商品取引法第２条第３項)による社債に対する当行の保証債

務の額は34,322百万円であります。

  貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契

約により使用しております。



(損益計算書関係)

1. 　関係会社との取引による収益

　　資金運用取引に係る収益総額 △72百万円

　　役務取引等に係る収益総額 44百万円

　　その他業務・その他経常取引に係る収益総額 235百万円

　関係会社との取引による費用

　　資金調達取引に係る費用総額 28百万円

　　役務取引等に係る費用総額  1,208百万円

　　その他業務・その他経常取引に係る費用総額 1,373百万円

2.   １株当たり当期純利益金額                  41円91銭

3.   潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 38円57銭

4.   関連当事者との取引                 

子会社及び子法人等

(有価証券関係)

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。

1. 売買目的有価証券(平成22年３月31日現在)

当事業年度の損益に含まれた

評価差額(百万円)

売買目的有価証券 0

2. 満期保有目的の債券(平成22年３月31日現在)

  該当ありません。

3. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式(平成22年３月31日現在)

貸借対照表 時　価 差　額

計上額
(百万円) (百万円) (百万円)

- - - 

- - - 

(注)

子会社・子法人等
株式

関連法人等株式

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。

　京都信用保証サービス株式会社より当行の各種ローンに対して保証を受けております。なお、保証料は、各種

ローン債務者から直接保証会社に支払うほか、一部のローンについては当行より支払っており、当行の支払額は

951百万円であります。なお、取引条件については、交渉のうえ決定しております。

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式

京都信用保証
サービス株式
会社

所有
直接 5％

当行ローンの
保証
役員の兼任

取引金額
（百万円）

科目 期末残高

―

――

―当行ローンの
保証
上記に伴う代
位弁済

子法人等

取引の内容種類 会社等の名称 議決権の所有
（被所有）

割合

関連当事者と
の関係

1,159,598

2,128

貸借対照表

計上額

(百万円)

25

- 

子会社・子法人等
株式

関連法人等株式



4. その他有価証券(平成22年３月31日現在)

貸借対照表 取得原価 差額

種類 計上額

(百万円) (百万円) (百万円)

 株式 473,296 158,579 314,717

 債券 1,262,586 1,250,467 12,118

  国債 522,257 519,557 2,699

貸借対照表計上額   地方債 84,930 83,630 1,299

が取得原価を超え   短期社債 - - - 

るもの   社債 655,399 647,279 8,119

 その他 168,047 164,610 3,437

  外国債券 150,234 147,552 2,682

  その他 17,812 17,057 755

小計 1,903,930 1,573,657 330,273

 株式 16,738 19,529 △ 2,791

 債券 572,608 580,730 △ 8,121

  国債 478,327 484,858 △ 6,530

貸借対照表計上額   地方債 22,395 22,472 △ 76

が取得原価を超え   短期社債 - - - 

ないもの   社債 71,886 73,400 △ 1,514

 その他 213,308 220,436 △ 7,128

  外国債券 175,447 177,505 △ 2,057

  その他 37,860 42,931 △ 5,071

小計 802,655 820,696 △ 18,041

合計 2,706,586 2,394,354 312,232

(注)

5. 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  該当ありません。

6. 当事業年度中に売却したその他有価証券(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
(百万円) (百万円) (百万円)

 株式 5,324 346 119

 債券 621,909 5,530 702

  国債 582,685 4,465 702

  地方債 25,287 742 - 

  短期社債 - - - 

  社債 13,937 323 0

 その他 9,466 29 38

  外国債券 9,085 27 4

  その他 380 2 33

合計 636,700 5,906 860

7. 保有目的を変更した有価証券

  該当ありません。

時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。

貸借対照表

計上額

(百万円)

3,470

1,998

合計 5,469

株式

その他



8. 減損処理を行った有価証券

(金銭の信託関係)

1. 運用目的の金銭の信託(平成22年３月31日現在)

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に含まれた
（百万円） 評価差額（百万円）

運用目的の金銭の信託 1,959 - 

2. 満期保有目的の金銭の信託(平成22年３月31日現在)

  該当ありません。

3. その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成22年３月31日現在)

  該当ありません。

(税効果会計関係)

　　貸倒引当金損金算入限度超過額 14,860  百万円

　　退職給付引当金損金算入限度超過額 9,384  百万円

　　有価証券償却損金算入限度超過額 7,857  百万円

　　減価償却費損金算入限度超過額 768  百万円

　　その他 5,212  百万円

　　繰延税金資産小計 38,083  百万円

　　評価性引当額 △ 2,021  百万円

　　繰延税金資産合計 36,062  百万円

　繰延税金負債

　　その他有価証券評価差額金 △ 127,047  百万円

　　繰延税金負債合計 △ 127,047  百万円

　繰延税金負債の純額 △ 90,985  百万円

(自己資本比率)

　国内基準による自己資本比率　　　12.04％

(注)個別注記表の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

　繰延税金資産

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

　また、時価が｢著しく下落した｣と判断するための基準は、決算日の時価が取得原価の50％以上下落した銘柄は一

律減損処理し、また決算日の時価が取得原価の30％以上50％未満下落した銘柄は過去１年間の平均時価が30％以上

下落したものを減損処理するほか、信用リスク等を勘案し減損処理しております。

　当事業年度における減損処理額は、704百万円(うち、株式330百万円、その他の証券373百万円）であります。

  その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が

取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とすると

ともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
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